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高齢者を対象とした短期的なトレーニング効果について検証した報告は数多い。しかし長期的なトレーニング効
果を検証し、さらに要介護認定の推移について追跡した報告は数少ない。
そこで本研究では、下肢筋力を中心に鍛える体力向上トレーニングを８年間継続して実施した16名の自立高齢者
(平均年齢：73.5±4.1歳)を対象に追跡し、特に運動量の違いによって２群に分け、それぞれの群の体力変化と要介
護認定の推移について検証した。
その結果、５種類以上の筋力トレーニングと10分以上のステップ運動を行ったグループ(A群)は、それより運動量
の少ないグループ(B群)に比べて、下肢筋力および筋持久力を評価する30秒スクワットの項目においては、トレーニ
ング前に比べて徐々に回数が増加し、３年後から８年後まで継続して有意に増加していた(５年後のピーク時には初
期値に比べて100.5％の増加)。一方、B群も徐々に増加していたが、６年後を除き、有意な変化ではなかった(６年
後のピーク時には初期値に比べて54.4％の増加)。２群間の比較ではいずれの期間においても有意な差が認められな
かったものの、A群の方がB群よりトレーニング効果が大きい傾向にあった。その他の体力測定項目では、A群の方
がB群よりトレーニング効果が大きい傾向にあったが、両群の違いは明確ではなかった。
また、要介護認定の変化について、８年後には全体で37.5％が要介護認定を受けていた。A群、B群の運動量の違
いによる介護認定率を比較すると、両群間には有意な差が認められなかった。しかし、A群では介護認定率が25％、
B群では50％と、運動量の多い方が、自立状態の維持率が高くなる傾向が示唆された。また両群において、要介護認
定を受けても、軽度(要支援１、要支援２、要介護１)の範囲に維持できていた。
以上のことから、高齢者が長期的に体力向上トレーニングを実施することで、体力を高く維持することが可能で
あり、８年後も自立の状態であったトレーニング前の体力水準を維持し、加齢による体力低下の抑制ができ、要介
護状態にならない確率が高くなると考える。また要介護認定を受けたとしても介護度を軽度の範囲に維持すること
ができると考えられた。
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も増加してきたという状況を受け、平成18(2006)年に
それまでの介護サービスに重点を置く施策から、高齢
者ができるだけ要介護認定を受けないためのサポート
を行う介護予防サービスに重点を置く施策へと改正さ
れた。厚生労働省は、介護予防について、「要介護状態
の発生をできる限り防ぐ(遅らせる)こと、そして要介
護状態に陥っても悪化をできる限り防ぐこと、さらに
は軽減を目指すこと」と定義している??。そのための方
法として特に有効な手段が運動であり、運動器機能向
上を中心とした介護予防サービスが各自治体を通して
数多く行われるようになった。和歌山市でも、和歌山
大学と協働で開発した運動器機能向上プログラムであ
る「わかやまシニアエクササイズ」が、高齢者が無理
なく行える体力向上トレーニングとして、市内のデイ
サービスセンターや老健施設などで実施されている。
光本ら??は「基礎体力の高い高齢者は、継続的で定期
的な運動を行うことで介護状態を遅らせる効果が期待
できる」と報告している。また筆者らもこれまでの研
究から、高齢者が数カ月間の体力向上トレーニングに
参加することで、高齢になっても下肢筋力の増強が期
待でき、また運動を継続することで、高齢者の要介護
認定の悪化を遅らせることができる可能性を報告して
いる??。しかし長期に及んで高齢者の体力を追跡し、要
介護状態の推移を検討した報告は見当たらない。
そこで、本研究では、８年にわたり、体力向上トレ
ーニングに参加した高齢者の、トレーニング前と比べ
ての体力や筋力維持の状況および要介護認定の推移を
調査し、体力と介護度との関連性について検討するこ
とを目的とした。
２.研究方法
２.１.対象者及び調査期間
対象者は、市内の事業所で実施されている体力向上
トレーニングに平成18(2006)年から参加している自立
高齢者(２次予防事業対象者)のうち、毎年実施してい
る体力測定に９回継続して参加した16名である。調査
期間はトレーニングをスタートした平成18(2006)年７
月から平成26(2014)年７月までの合計８年間とした。
トレーニング前では全員が自立状態であり要介護認定
を受けていない。人数の内訳は表１のとおりである。
２.２.体力向上トレーニングプログラム
トレーニングは、介護保険制度における自立高齢者
の状態を維持するために考案された「わかやまシニア
エクササイズ」運動プログラムを活用した。プログラ
ムの内容は、高齢者の筋力低下を抑制する目的で、下
肢筋群の大腿四頭筋と大腰筋、ハムストリング、下腿
三頭筋、大殿筋などの筋力を維持し、さらに高めるた
めに自体重を利用して行う筋力トレーニングと、自身
の適正な負荷の高さに設定した踏み台を利用するステ
ップ運動を行うトレーニングである。またトレーニン
グ前には準備運動、関節可動域を大きくするための静
的ストレッチ等を包括的に組み合わせて行い、途中休
憩をはさみながら、毎週１回、60分程度の時間内で行
った。
２.２.１.準備運動と静的ストレッチ運動
準備運動はトレーニング前に、体温上昇を招き、ト
レーニング効率を高める目的で５分程度行った。スト
レッチ運動は、主に座位または立位の状態で行うもの
と、寝た状態で行うものからなり、座位や立位のもの
は筋力トレーニングやステップ運動の前に、寝て行う
ものは、トレーニング後に実施した。ゆっくりとした
動きで身体を動かし、それぞれの項目について筋肉を
伸ばした状態で動きを止め、10秒間、１から10まで数
を数えながら行った。
２.２.２.筋力トレーニング
自体重を利用して行う筋力トレーニングは、座位ま
たは立位の状態で行う。「ふともも持ち上げ」「ひざの
持ち上げ」「スクワット」「立位もも上げ」など左右実
施する場合は、足それぞれについて実施した。トレー
ニングは、１分間で60テンポに調整した音楽に合わせ
て、４秒かけて脚を持ち上げ(力を入れる)、４秒かけ
て元の位置に戻す動作を等速で10回繰り返した。その
際は「1，2，3，4、1，2，3，4、」「2，2，3，4、2…」
…と数を数えながら行った。
２.２.３.ステップ運動
ステップ運動は、１分間に40もしくは60テンポの音
楽のリズムに合わせて、同じ速さで台高10～20㎝の踏
み台を昇り降りする運動である。これを５分から10分
間連続して実施し、その運動を２回、合計10分から20
分間実施する。その際は、40もしくは60テンポに調整
された音楽(童謡・唱歌や歌謡曲)の歌詞を歌いながら
行うなど楽しく実施できるように工夫した。
２.３.運動量でのグループ区別
対象者が来所している事業所では、「わかやまシニア
エクササイズ」運動プログラムの指導者養成講座を受
講したスタッフが週に１回、トレーニングを指導して
いる。その実施方法は、基本的に画一化されているの
で、概ね、どの事業所でも変わりはない。しかし、事
業所によっては、参加者の年齢や身体能力などを考慮
し、実施時間や実施メニューの種目数に多少のばらつ
(表１)
女性男性全体
14216人数
73.8±4.371.0±1.073.5±4.1年齢(歳±標準偏差)
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きがある。
そこで筋力トレーニングの種目数とステップ運動の
実施時間の違いで運動量をグループ分けした。筋力ト
レーニングを６～８種類、ステップ運動を10分×２回、
合計20分実施しているグループをA群(n＝８、73.1±
4.8歳)、筋力トレーニングを３～５種類、ステップ運
動を５分×２回、合計10分実施しているグループをB
群(n＝８、73.8±3.2歳)とした。いずれのグループも
準備運動とストレッチ運動は共通した内容で同じ時間
実施した。
２.４.効果判定項目
２.４.１.体力測定
体力測定は、各事業所で体力向上トレーニングが始
まった平成18(2006)年をトレーニング前とし、毎年１
回行いながら、８年後の2014年までの合計９回行った。
体力測定項目は、30秒スクワット、腿上げ10回テスト
(以上、筋力・筋持久力)、10ⅿジグザグ歩行(歩行能力
と巧緻性)、開眼片足立ち(バランス能力)の４項目であ
る。運動量の多いA群と少ないB群の両群について、こ
れら４項目の毎年の数値を８年間比較検討し、対象者
の体力がどのように変化しているのかについて調査し
た。また両群のトレーニング前の数値を０とし、トレ
ーニング前と各年の数値の変化率を換算し、その変化
率の増減について比較検討した。変化率の数値が＋(プ
ラス)であれば維持・向上している、－(マイナス)であ
れば低下していると定義付けした。
体力測定の実施にあたっては、参加者の身体的状態
や測定日の体調に合わせて、実施できる項目のみ行っ
た。
２.４.２.要介護認定状況
８年間で９回の体力測定に継続参加した16名は、そ
れぞれ和歌山市内の複数の事業所でこの体力向上トレ
ーニングプログラムに参加している。この16名につい
てトレーニング前から８年後までの期間の、要介護認
定の状況を調査した。
２.４.３.統計解析
体力測定の統計解析について、基本統計量は平均±
標準偏差で表した。対象者の各期間の比較には二要因
分散分析を行い、有意差が認められた場合にはTukey
のHSD検定を行った。運動量の違いによる要介護認定
の変化の統計解析については、フィッシャーの正確検
定を行った。有意水準は５％未満とした。
３.結果
３.１.体力測定項目
各体力測定項目において、トレーニングを始めた平
成18(2006)年をトレーニング前とし、A群とB群それ
ぞれのトレーニング前とそれ以後８年間の各期間につ
いて比較した。(表２・表３・表４・表５)
30秒スクワットでは、それぞれの期間ごとの比較で
は、A群ではトレーニング前と比べて３年後から８年
後まで有意に増加していた(P＜0.05)。また変化率は、
３年後には68.6％、５年後には100.5％の増加であり、
ピークとなった。その後、徐々に低下傾向ではあった
が８年後でも86.8％の増加であり、トレーニング前と
比べて、高い水準を維持していた。B群ではトレーニン
グ前と比べて徐々に増加し、６年後のみ有意に増加し
ており(P＜0.05)、変化率は54.4％の増加でピークと
なったが、その後、低下傾向となった(図１・図２)。
A群、B群のいずれの期間においても両群間に有意な
差はみられなかったが、B群に比べてA群の方がトレ
ーニング効果が大きかった。
10ⅿジグザグ歩行では、A群では、トレーニング前と
比べて１年後には記録が向上し、ピークとなった後、
徐々に低下傾向がみられたが、いずれの期間でもトレ
ーニング前と比べて有意な差はみられなかった。B群
では２年後に記録がピークとなり、その後低下傾向が
みられた(図３)。それぞれの期間ごとの比較では、い
ずれの期間においても両群間に有意な差はみられなか
った。変化率については、A群ではトレーニング前と比
較して、１年目に16.3％増加した。それ以後は低下傾
向がみられ、６年後からはトレーニング前の水準を下
回り、８年後には変化率は-3.6％となった。１年後と
８年後の間には有意な低下が認められた(P＜0.05)。B
群では変化率が、トレーニング前と比較して２年後に
11.4％増加しており、有意な向上が認められた。(P＜
0.05)しかし、８年後はトレーニング前に比べて-20.2
％となり、有意に低下していた(P＜0.05)(図４)。いず
れの期間においても両群間に有意な差はみられなかっ
た。
腿上げ10回テストについて、A群ではトレーニング
前と比べて２年後、３年後の数値が有意に向上してい
た(P＜0.05)。その後は、低下傾向がみられたが、トレ
ーニング前の水準よりも高かった。B群では１年後に
記録が向上したが、５年後以降は徐々に低下し、８年
後には、トレーニング前の水準を下回っていた(図５)。
それぞれの期間ごとの比較では、いずれの期間におい
ても両群間に有意な差はみられなかった。変化率につ
いては、A群ではトレーニング前と比較して、２年後に
31.3％の有意な増加がみられた(P＜0.05)が、それ以
後は低下傾向がみられた。しかし、８年後もトレーニ
ング前に比べて14.6％増加していた。B群では４年後
にピークとなり、16.7％と最も高かったが、それ以後
低下し、８年後には-2.1％となった(図６)。いずれの
期間においても両群間に有意な差はみられなかった。
開眼片足立ちでは、A群とB群ともに、トレーニング
前と比べていずれの期間においても有意な変化はみら
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れなかった。しかしながら、B群では１年後、２年後と
改善を示したが、それ以降は徐々に低下傾向がみられ
た(図７)。変化率については、A群はトレーニング前に
比べて３年後に22.8％の増加でピークを示した。それ
以降は低下傾向がみられ、８年後には-48.1％となっ
た。B群では２年後に68.6％の増加でピークを示した
が、それ以降は低下し、７年後以降はトレーニング前
に比べて-53.7％、８年後には-50.8％となった。それ
ぞれの期間ごとの比較では、いずれの期間においても
有意な変化はみられなかった(図８)。
３.２.要介護認定状況の変化
介護認定率について、16名の対象者はトレーニング
前において、全員が要介護認定を受けていない自立高
齢者(２次予防事業対象者)であった。A群はトレーニ
ング前から５年後までは、全員が自立の状態を維持し
ていた。しかしながら６年後に２名が要介護認定を受
け、１名が要支援１、１名が要介護１の認定を受けた
ものの、６年後以降の認定状況は変化しなかった。
B群ではトレーニング前から３年後までは、全員が
自立の状態を維持していた。しかしながら４年後に２
名が要介護認定を受け、１名が要支援１、１名が要支
援２となった。その後、８年後には新たに２名が要支
援１に加わり、８年間で合計４名が要介護認定を受け、
３名が要支援１、１名が要支援２となった。要介護認
定について、A群がB群に比べてやや遅くなる傾向は
あったが、２群間に有意な差は認められなかった。ま
た、A群では介護認定率が25％、B群では50％となり、
運動量の多い方が、自立状態の維持率が高かった。さ
らに２群のいずれの対象者も要介護認定を受けたのは、
75歳の後期高齢者となってからであった。
３.３.年齢と体力および要介護認定状況の関係
年齢と体力および要介護認定状況の関係を30秒スク
ワットについて検討した(図９・図10)。その結果、体
力の低下によって要介護認定を受けるものもいたが、
明確な関係は認められず、また個人差が大きかった。
生活や自立不安など心理的要因が関与していた可能性
も考えられたが、明確ではなかった。
８年後７年後６年後５年後４年後３年後２年後１年後トレーニング前
平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差人数
――――――――73.1±4.88年齢
24.2±10.2?21.4±10.8?25.3±9.3?26.0±9.0?24.5±11.0?21.9±4.5?19.2±3.118.7±3.1913±1.6730秒スクワット(回)
10.1±1.99.9±2.310.1±1.99.4±1.79.5±1.38.6±1.68.3±1.18.1±0.79.7±1.2710ⅿジグザグ歩行(秒)
5.9±0.56.1±1.25.4±0.95.5±0.86.4±0.85.1±0.9?4.7±0.2?5.5±0.86.9±1.16腿上げ10回テスト(秒)
12.5±6.820.0±11.719.0±12.618.3±13.023.8±14.429.6±18.621.4±11.922.8±18.024.1±13.87開眼片足立ち(秒)
(表２)８年間の体力測定項目の変化(A群)
A群(数値)
トレーニング前との比較 ?p＜0.05
８年後７年後６年後５年後４年後３年後２年後１年後トレーニング前
平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差人数
――――――――73.8±3.28年齢
16.5±3.219.0±3.721.6±3.7?19.6±2.516.5±3.717.8±2.917.7±3.718.6±4.214±2.9830秒スクワット(回)
11.7±2.0??‖?9.5±1.49.4±1.59.8±1.69.8±1.79.5±1.08.6±1.09.0±1.49.7±2.3810ⅿジグザグ歩行(秒)
6.6±1.76.0±1.35.6±1.05.6±0.75.4±0.85.8±0.95.4±1.05.6±0.86.5±2.08腿上げ10回テスト(秒)
15.4±13.3???14.5±11.2???39.3±48.038.4±39.532.8±36.145.4±36.453.1±38.646.5±37.131.5±34.38開眼片足立ち(秒)
(表３)８年間の体力測定項目の変化(B群)
B群(数値)
トレーニング前との比較 ?p＜0.05
１年後との比較 ?p＜0.05
２年後との比較 ?p＜0.05
３年後との比較 ?p＜0.05
６年後との比較‖p＜0.05
７年後との比較?p＜0.05
８年後７年後６年後５年後４年後３年後２年後１年後トレーニング前
平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差人数
――――――――73.1±4.88年齢
86.8±74.0?64.8±80.2?95.0±75.8?100.5±73.8?89.0±90.8?68.6±49.2?48.3±39.743.9±39.10730秒スクワット(％)
-3.6±28.6?-1.9±24.9-3.1±19.53.3±18.12.87±14.411.9±9.114.8±7.816.3±8.10710ⅿジグザグ歩行(％)
14.6±15.912.2±25.321.4±20.020.0±18.27.4±19.326.3±14.331.3±11.3?20.5±18.306腿上げ10回テスト(％)
-48.1±33.0-16.9±48.8-21.2±57.8-23.9±57.6-1.2±110.522.8±78.9-11.2±42.1-5.3±56.607開眼片足立ち(％)
(表４)８年間の体力測定項目の変化率の推移(A群)
A群(変化率)
トレーニング前との比較 ?p＜0.05
１年後との比較 ?p＜0.05
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８年後７年後６年後５年後４年後３年後２年後１年後トレーニング前
平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差平均±標準偏差人数
――――――――73.8±3.28年齢
17.8±31.736.1±38.754.4±34.9?40.1±24.918.3±36.227.6±27.626.7±33.233.0±35.60830秒スクワット(％)
-20.2±27.7????‖?????2.4±19.63.2±14.1-0.8±13.3-0.4±24.91.6±18.111.4±13.27.6±9.90810ⅿジグザグ歩行(％)
-2.1±31.06.4±18.213.2±20.613.4±19.816.7±16.910.4±11.515.7±12.912.9±15.708腿上げ10回テスト(％)
-50.8±59.9?-53.7±33.7??24.9±141.421.9±85.14.1±51.444.2±91.568.6±150.247.8±81.808開眼片足立ち(％)
(表５)８年間の体力測定項目の変化率の推移(B群)
B群(変化率)
トレーニング前との比較 ?p＜0.05
１年後との比較 ?p＜0.05
２年後との比較 ?p＜0.05
３年後との比較 ?p＜0.05
４年後との比較‖p＜0.05
５年後との比較?p＜0.05
６年後との比較 ??p＜0.05
７年後との比較 ??p＜0.05
図１．30秒スクワット回数の変化
トレーニング前との比較 ?p＜0.05
図２．30秒スクワット回数の変化率
トレーニング前との比較 ?p＜0.05
１年後との比較 ?p＜0.05
２年後との比較 ?p＜0.05
６年後との比較‖p＜0.05
７年後との比較?p＜0.05
図３．10ⅿジグザグ歩行の変化
トレーニング前との比較?p＜0.05
１年後との比較 ?p＜0.05
２年後との比較 ?p＜0.05
３年後との比較 ?p＜0.05
４年後との比較‖p＜0.05
５年後との比較?p＜0.05
６年後との比較 ??p＜0.05
７年後との比較 ??p＜0.05
図４．10ⅿジグザグ歩行変化率
(回)
(秒) (％)
(％)
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トレーニング前との比較 ?p＜0.05
図５．腿上げ10回テストの変化
トレーニング前との比較 ?p＜0.05
図６．腿上げ10回テストの変化率
１年後との比較 ?p＜0.05
２年後との比較 ?p＜0.05
３年後との比較 ?p＜0.05
図７．開眼片足立ちの変化
１年後との比較 ?p＜0.05
２年後との比較 ?p＜0.05
図８．開眼片足立ちの変化率
図９．30秒スクワット回数と年齢および介護度の変化(A群) 図10．30秒スクワット回数と年齢および介護度の変化(B群)
(秒) (％)
(秒)
(回)
(歳)
(回)
(歳)
(％)
― 74―
和歌山大学教育学部紀要 人文科学 第66集（2016)
４.考察
４.１.体力測定項目
「わかやまシニアエクササイズ」は、虚弱高齢者に
対応したトレーニングプログラムであり、準備運動、
ストレッチ運動、自体重を利用した筋力トレーニング、
ステップ運動で構成され、特に筋力トレーニングやス
テップ運動は自立状態の維持を目的に大腿四頭筋、大
腰筋などの下肢筋群を鍛えるトレーニング内容となっ
ている。
高齢者を対象にした運動プログラムを実施すること
で、加齢による体力低下が抑制できることは多くの研
究によって明らかとなっている。しかしながら長期間、
調査した結果をもとにした、加齢による運動機能の低
下と自立状態の維持との関係や要介護状態にならない
ための運動量がどの程度必要なのかについての研究は
数少ない。本研究では、８年間におよぶ定量的なトレ
ーニング量を負荷として運動量の違いによるトレーニ
ング効果を評価し、要介護状態になる体力水準を検討
した。
その結果、８年間の体力測定の変化を見てみると、
運動量の多いA群と少ないB群では運動量が２倍違っ
ていたが、２群間に有意な差はみられなかった。しか
し運動量の多いA群の方が、高い体力水準を維持でき
る傾向にあったことから、運動量が重要な体力維持要
因になることが考えられた。
では加齢による高齢者の体力低下を抑制し、体力の
維持・向上にどの程度の運動量が必要なのであろうか。
本研究ではトレーニングプログラムで最も重視してい
た下肢筋群の筋力や筋持久力が維持できているのかに
ついて、特に30秒スクワットの評価をみてみると、運
動量の多いA群では、トレーニング前に比べて８年後
(平均年齢81.5±4.1歳)も86.8％増加し、高い水準を維
持していたことから、加齢による体力低下を上回る体
力の向上が期待できる可能性が考えられた。また運動
量の少ないB群でも６年後をピークとして低下を示し
たが８年後もトレーニング前に比べて17.8％増加して
おり、高く維持できていた。また同様に筋力や筋持久
力を評価する、腿上げ10回テストについても同様の傾
向を示していた。すなわち、筋力や筋持久力を維持す
るためには、B群を上回る運動量が必要なのかもしれ
ない。
高齢者にとって、直進方向の歩行動作のみならず、
左右の動作バランスを維持しながら素早く動く機能が
必要となる。本研究では下肢筋力、歩行バランスや巧
緻性を評価する10mジグザグ歩行では、A群で６年後
以降、B群で８年後にトレーニング前に比べてマイナ
スとなっていたものの、体力を高く維持している期間
は長かった。また高齢者ではバランス機能を維持する
ことができなくなると転倒のリスクが高くなる。本研
究で測定したバランス機能を評価する開眼片足立ちに
おいて、A群では、トレーニング前から８年後まで数値
はゆるやかに低下し、変化率では５年後からマイナス
に転じ、８年後には-48.1％、B群では７年後で-53.7
％、８年後で-50.8％となった。トレーニングを実施し
ていながらでもバランス能力の低下が比較的早く生じ、
さらに大きな低下を示す可能性が考えられた。
本研究では、自立高齢者(２次予防事業対象者)であ
った高齢者を対象に「わかやまシニアエクササイズ」
運動プログラムの数種類の筋力トレーニングと10分
～20分のステップ運動を基本に実施した。今回は運動
量の違いを明確にすることができなかったが、運動量
が多くなると高齢者の体力を長期間維持できる可能性
が示唆された。しかし、同一運動量では、トレーニン
グ期間が長くなればなるほど加齢による体力の低下は
抑制できない可能性が示唆された。
また、今回A群、B群の運動量に違いがあったもの
の、いずれの運動プログラムの運動量でも、自立状態
であったトレーニング前の体力水準を５～10年間維持
でき、また高齢期の体力を最低限維持するための最少
となる運動量は、B群の運動量以上であると考えられ
た。
４.２.要介護認定状況の変化
湯田ら??は「通所介護および通所リハビリテーショ
ンの介護予防サービスを利用している個人の要介護度
は、そうでない個人に比べて、要支援にとどまる確率
が有意に高く、また要支援２・要介護１・要介護２に
悪化する確率が有意に低い」と報告している。本研究
でも湯田らの研究を支持する結果であった。特に本研
究では、運動量の違いによる介護度の推移について検
討した。その結果、運動量の多いA群の方がB群より自
立状態の時期が２年長く、さらに８年間で介護状態と
なるリスクは、A群では25％、B群では50％と、運動量
の多い群の要介護認定率に２倍の開きが生じていた。
このように運動量が多いことで体力を長期間維持する
こと、また体力の低下を抑制することができ、介護度
を悪化させない要因となっている可能性が考えられた。
しかしながら年齢と体力および要介護認定状況の関
係を８年間の30秒スクワット値から見てみると、体力
低下が生じたことで要介護認定を受けているパターン
が多くみられたものの、その関係は単一ではなく、体
力以外の要因として、関節疾患や高齢による生活や自
立への不安など心理的要因などが関与していた可能性
も考えられた。今後、詳細な検討が必要である。
５.おわりに
本研究では、８年間の長期間にわたって実施した高
齢者の体力向上トレーニングが運動量の違いによって
体力や筋力の維持にどの程度影響を及ぼすのか、さら
に体力の変化が要介護認定に影響を及ぼすのかについ
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て調査することを目的とした。
その結果、運動量の多いことが体力の維持向上また
は体力の低下抑制に影響している可能性が示唆された。
また、介護度の推移から、体力を高く維持することが
長期的な視点から介護度を悪化させない要因である可
能性が考えられた。
最後に、今後、安全に対する配慮を徹底した上で、
虚弱な高齢者に運動の重要性を理解してもらうととも
に、トレーニングに積極的に参加をしてもらい、自助
努力によって要介護状態にならない意識付けをするこ
とが重要であると考える。さらに、要介護状態になら
ないための最低限必要となる運動量を示すことも重要
となっていくと考える。こうした取り組みによって高
齢者の生活の質がいつまでも高く維持され、また健康
寿命の延伸の期待、さらには医療費や介護保険給付費
の高騰が抑制できる可能性が推察される。
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